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■総合戦略策定の趣旨 

 

（１）目的 

日本の急速な少子高齢化の進展に的確に対応し、人口の減少に歯止めをかけるとともに、東京圏への

人口の過度の集中を是正し、それぞれの地域で住みよい環境を確保して、将来にわたって活力ある日本社

会を維持していくため、まち・ひと・しごと創生法が平成26年11月に制定され、これに基づき、国では「まち・

ひと・しごと創生長期ビジョン」・「第1期総合戦略」を策定しました。長期ビジョンでは令和42年（2060

年）に人口1億人を維持することを目標として掲げています。平成27年度（2015 年度）を初年度とす

る５か年を計画期間とする「第1期総合戦略」では、5つの基本目標を柱に、将来にわたって「活力ある日

本社会」の維持を目指すべき方向として掲げ、地方への多様な支援と「切れ目」ない施策の展開が打ち出

されました。 

令和元年12 月には、国では、「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン（令和元年改訂版）」及び、令和2

年度（2020 年度）を初年度とする５か年の「第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略」が閣議決定されま

した。「第２期総合戦略」においては、地方創生の目指すべき将来や、令和2年度（2020 年度）を初

年度とする今後５か年の目標や施策の方向性等を策定するとともに、人口減少や、東京圏への一極集中

がもたらす危機を国と地方公共団体がしっかりと共有した上で、「稼ぐ地域をつくるとともに、安心して働けるよ

うにする」、「地方とのつながりを築き、地方への新しいひとの流れをつくる」、「結婚・出産・子育ての希望をか

なえる」、「ひとが集う、安心して暮らすことができる魅力的な地域をつくる」を基本目標に、まち・ひと・しごと創

生本部が司令塔として、関係省庁の連携を強め、将来にわたって「活力ある地域社会」の実現と、「東京圏

への一極集中」の是正を共に目指すこととしています。 

本町においても、人口減少と少子高齢化は留まることなく進行しており、人口減少対策の一層の強化が

課題となっていることからも、まち・ひと・しごと創生法第９条及び第 10 条に基づき、国及び高知県の「総合

戦略」を勘案した「第 2期越知町まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定し、引き続き「切れ目ない」施策

を展開していくことで、「地域産業の成長による所得向上や雇用の確保」、「移住・定住対策による社会移

動の増加」、「安心して結婚、妊娠・出産、子育てができる環境整備」、「地域愛を育む教育」、「山間部で

の生活環境の維持」を目指します。 

 

（２）総合戦略の位置づけ 

本町においては、平成 23年度（2011年度）に以後 10年間の町の指針となる第 5次越知町総合

振興計画「流水文化 2011～枠を越えて知をつなぐ～」を策定しています。その計画では、人口減少と少

子高齢化、産業の衰退、財政規模の縮小といった現状から、人口減少の抑制、産業の活性化、財源の確

保等といった課題を解消すべく、令和 2年度（2020年度）の将来像を描き、その実現に向けて取り組ん

できています。そこで、町の最上位計画である第 5次越知町総合振興計画との調和を図りながら、人口減

少対策を計画の柱とし、今後 5か年の目標、施策の基本的方向性や具体的な施策について、「越知町ま

ち・ひと・しごと創生総合戦略」で定めます。 

 

（３）計画期間 

  計画期間は令和 2年度（2020年度）～令和 6年度（2024年度）までの 5 か年とします。 
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（４）地方創生への取り組みに向けたキャッチフレーズ 

地方創生は、越知町に暮らす私たち一人ひとりが、それぞれの立場から知恵を出し、ともに考え、支え合

い、一丸となって人口減少問題や地域の課題解決に取り組んでいくことから、キャッチフレーズを 

「おち家の挑戦」とします。 
このキャッチフレーズを掲げ、内外への情報発信に活用し、「まちが育ち、ひとが育ち、しごとが育つ越知」と

して、地方創生に取り組みます。  

  

 

 

Ⅰ 人口の現状分析 

１ 越知町の人口の現状 

（１） 越知町の人口の推移 

 越知町の人口は、昭和 30年以降の高度成長期に、急激な人口減少となりましたが、第 2次ベビーブー

ム期の昭和 55年には微増となりました。しかしその後は減少傾向が続き、平成 27年の人口は昭和 30年

の 5割以下の 5,795人となっています。 

 人口のうち男女比は、昭和 22年以降は女性の方が多く、400 人～500 人ほどの差があり、長い間その

差が続いています。 

  

（出典：国勢調査） 

（出典：昭和 55年 10月 1日の境域による各回国勢調査時の市区町村別人口 総務庁統計局） 

※昭和 25年以前の国勢調査人口は昭和の合併以前のため推計値 

『越知町人口ビジョン＿越知町の現状と目指すべき方向と将来展望』  
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（２）人口構成 

    総人口に占める割合は昭和 55年当時は 65歳以上人口割合が一番低い割合でしたが、その後急速

に高齢化が進展し、平成 22年には 40％を超え、生産年齢人口（15～64歳）の割合に近づくほどの

高い割合となっています。 

    生産年齢人口の割合は昭和 55 年には 60％を超えていましたが、その後年々低下し、今後は構成割

合が高い 50～60歳が老年人口に加わることから、さらに割合が下降すると見込まれます。 

    年少人口（0～14歳）の割合も生産年齢人口と同じく低下し続けており、平成 27年の実数は昭和

55年と比較して 1/3程度の 506人となっています。 

 

 

人口ピラミッドの比較 

 

（出典）国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 

 ※平成 27年は年齢不詳 1人を除く 

（出典）国勢調査 
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２ 人口増減の要素 

 人口の増減には２つの要素があります。出生数と死亡数の差し引きである「自然増減」と、転入者と転出

者の差し引きである「社会増減」です。 

（１）自然増減の状況 

 

 ・出生数は平成２７年を境に２０人台で推移しています。 

 ・死亡数は平成２７年を境に減少傾向です。 

 ・毎年、９０人程度の自然減が続いています。 

 

【合計特殊出生率の推移】 

出産可能年齢（１５歳から４９歳）の女性の年齢別出生率の合計である合計特殊出生率の推移

については、人口が少ないため越知町では年によりバラつきがありますが、近年を平均すると高知県平均並

みの 1.50程度で推移しています。 

 

H17年 H18年 H19年 H20年 H21年 H22年 H23年 H24年 H25年 H26年 H27年 H28年 H29年 H30年

出生数 31 39 29 30 24 37 31 26 33 18 31 23 25 20

死亡数 90 101 119 102 114 123 117 116 122 124 125 117 115 109

自然減 △ 59 △ 62 △ 90 △ 72 △ 90 △ 86 △ 86 △ 90 △ 89 △ 106 △ 94 △ 94 △ 90 △ 89

0

20

40

60

80

100

120

140

H17年 H18年 H19年 H20年 H21年 H22年 H23年 H24年 H25年 H26年 H27年 H28年 H29年 H30年

出生数 死亡数

S50年 S55年 S60年 H2年 H7年 H12年 H17年 H22年 H27年 H28年 H29年

越知町 1.98 1.68 1.75 1.34 1.43 1.50 1.16 1.72 1.74 1.26 1.49

高知県 1.91 1.64 1.81 1.54 1.51 1.45 1.32 1.42 1.51 1.47 1.56

全国 1.91 1.75 1.76 1.54 1.42 1.36 1.26 1.39 1.45 1.44 1.43

1.00

1.20

1.40

1.60

1.80

2.00

2.20

越知町 高知県 全国

（出典）人口動態調査 

【出典】 総務省「国勢調査」、 

国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」、 

総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」 
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（２）社会増減の状況 

 

・転入者は近年１５０人前後で推移しています。 

・転出者は年度によりバラつきがありますが、１7０人前後で推移しています。 

・平成２７年の町営住宅フォレストタウンおち完成の特殊事情を除けば、転出が転入を上回る状態（社

会減）が続いています。 

 

【県内・県外移動数の推移】 

 

・県内移動、県外移動ともに転出超過で推移していた中、平成 27 年のフォレストタウンおち完成時は一旦

転入超過となりましたが、近年は大きな転入は無く、再び転出超過の傾向が強くなっています。 

H17年 H18年 H19年 H20年 H21年 H22年 H23年 H24年 H25年 H26年 H27年 H28年 H29年 H30年

転入者数 155 199 182 185 143 133 146 151 161 129 206 157 153 112

転出者数 193 228 196 220 192 212 166 181 193 163 166 168 163 175

社会減 △ 38 △ 29 △ 14 △ 35 △ 49 △ 79 △ 20 △ 30 △ 32 △ 34 40 △ 11 △ 10 △ 63

0

50

100

150

200

250

転入者数 転出者数

フォレストタウンおち完成

H24年 H25年 H26年 H27年 H28年 H29年 H30年

県内移動 △ 25 △ 28 △ 15 30 △ 18 5 △ 41

県外移動 △ 12 △ 2 △ 18 10 9 △ 15 △ 24

△ 50

△ 40

△ 30

△ 20

△ 10

0

10

20

30

40

県内移動 県外移動

フォレストタウンおち完成

（出典）住民基本台帳特別集計表（内閣官房まち・ひと・しごと創生本部） 

【出典】 総務省「国勢調査」、 

国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」、 

総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」 
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【主な人口移動の状況】 

 越知町の人口移動の特徴として、県内の移動が多く、県外への移動は少ないことが挙げられます。県内で

は高知市への転入・転出が多く、近隣の佐川町、仁淀川町が次いで多くなっています。この３市町で全体

の移動の半分以上を占めています。 

 高知市と佐川町は、ほぼ毎年転出超過が続いており、仁淀川町は転入超過の状態です。 

 一方で東京や大阪などの都市圏へ直接転出する人数はそれほど多くはありません。 
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64

歳→

65

～
69

歳

65

～
69

歳→

70

～
74

歳

70

～
74

歳→

75

～
79

歳

75

～
79

歳→

80

～
84

歳

80

～
84

歳→

85

～
89

歳

85

～
89

歳→

90

歳

【年齢階級別の純移動数の状況】 

人口移動の状況を年齢階級別に見ると、転出者の多くが 15歳～29歳の年齢を占めており、就学や就

職する際に転出する傾向が過去から続いています。 

年齢階級別純移動数の時系列分析（男性） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 年齢階級別純移動数の時系列分析（女性） 

 

  

(人) 

（出典）地域経済情報分析システム（RESAS） 

（出典）地域経済情報分析システム（RESAS） 

(人) 
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9,052

8,754

8,234

7,803

7,411

6,952

6,374

5,794

5,292

4,746

4,245

3,775

3,335

2,924

1,663

1,520

1,270

1,053
828

700 603 506 451 382 323
275 233

197

5,808

5,517

5,051

4,468

4,037

3,597

3,128

2,659

2,322

1,992

1,728
1,515

1,251
1,082

1,581

1,717
1,913

2,282
2,546 2,655

2,643 2,629

2,519
2,372

2,194
1,985

1,851
1,645

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

S55年 S60年 H2年 H7年 H12年 H17年 H22年 H27年 R2年 R7年 R12年 R17年 R22年 R27年

1980年 1985年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年

総人口 年少人口

（0～14歳）

生産年齢人口

（15～64歳）

老年人口

（65歳以上）

実績値 推計値

（人）

（出典）

「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」

※平成27年までは「国勢調査」のデータに基づく実績値、令和2年以降は「国立社会保障・人口問題研究所」のデータに基づく推計値

（総人口については、年齢不詳は除いている）

Ⅱ 人口減少とその影響 

１ 越知町の将来人口推計 

 （１）国立社会保障・人口問題研究所（社人研）の人口推計 

    これまでの人口推移をもとに、社人研が設定した傾向が将来にわたって一定程度継続すると仮定し

た場合、令和22年（2040年）に越知町の人口は3,335人程度まで減少すると推計しています。 

    人口構成割合も老年人口（65 歳以上）が生産年齢人口を上回り、年少人口は現在の半分程

度の 233 人と推計しており、人口減少、出生率の低下、高齢化が一層進み、逆ピラミッド型の人口

構成がさらに顕著になると想定しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

（出典）地域経済情報分析システム（RESAS） 
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（２） 将来人口に与える自然増減・社会増減の影響の分析 

  令和 42 年（2060 年）まで、現在の傾向をたどると今後どのように人口が推移していくか推計したパタ

ーン１（社人研推計準拠）をベースとして、出生率が上昇した場合の変化と、出生率が上昇し、かつ移動

率がゼロになった場合の変化についてシミュレーションし、将来人口に与える自然増減と社会増減の影響度

について分析し、越知町が目指すべき将来の方向性について考察します。 

〈シミュレーション方法と仮定値〉 

●パターン 1 

 社人研推計準拠 

●シミュレーション１ 

 パターン１＋合計特殊出生率が令和 12年（2030年）に人口置換水準（2.1）まで上昇した

と仮定 

●シミュレーション２ 

 シミュレーション 1＋人口移動が均衡（転入・転出が同数となり、移動がゼロになった場合）したと

仮定 
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（人）

うち0～4歳

平成27年

（2015年）
現状 5,795 506 137 2,659 2,630

パターン１ 1,909 113 30 686 1,110

シミュレーション１ 2,154 222 63 822 1,110

シミュレーション２ 3,225 492 161 1,667 1,066

65歳以上

令和42年

（2060年）

人口区分 0～14歳 15～64歳

現在の傾向のまま推移した場合のパターン１と比較して、シミュレーション１（出生率上昇）では 245

人、シミュレーション２（出生率上昇＋社会移動ゼロ）では 1,315人多くなる結果となりました。 

 また下記の表の年齢３区分ごとにみると、パターン１と比較してシミュレーション１、２では 0～14 歳の人

口が大きく増加しますが、一方で 65歳以上については大きく変動しないことが分かります。 

 

〈令和 42年（2060年）の年代別人口の推計結果〉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 人口構成の割合は出生率が上昇することにより若返りを図ることができることが分かります。さらに人口移

動が均衡すれば令和 42年（2060年）には 65歳未満が 2/3 を構成する推計となっています。 

 

〈各推計、令和 22年（2040年）・令和 42年（2060年）の人口構成割合〉 
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自然増減・社会増減の影響度の分析 

各人口推計をもとに、越知町の将来人口への影響度を「自然増減」と「社会増減」について分析した結

果（下記表参照）をみると、社会増減の方がより影響を与えると考えられます。 

 

自然増減影響度 
シミュレーション１(A) 

（出生率のみ上昇） 

パターン１(B) 

（社人研推計） 

A／B 

（％） 

令和 22年 

(2040年)人口 
3,516人 3,338人 105.3％ 

令和 42年 

(2060年)人口 
2,154人 1,909人 112.8％ 

 

社会増減影響度 
シミュレーション２(C) 

（出生率上昇＋社会移動ゼロ） 

シミュレーション１(A) 

（出生率のみ上昇） 

C／A 

（％） 

令和 22年 

(2040年)人口 
3,967人 3,516人 112.8％ 

令和 42年 

(2060年)人口 
3,224人 2,154人 149.7％ 

 

これからの越知町の人口減少対策として、出生率の上昇につながる施策及び社会移動を均衡化する施

策に取り組むことによって、令和 42 年（2060 年）の人口がそれぞれ 10％～15％、45％～50％程度

多くなる効果がでることが考えられます。 

上記の結果から、自然増減よりも社会増減のほうがより影響が大きいことから、社会増減がゼロ、さらには

社会増となるような施策を重点的に実施することがより効果的であると考えられます。 

一方で、高齢化が著しい越知町では、人口構成割合を若返らせる必要があります。そのためには出生率

の上昇が大きく影響を与えることから、若い世代への効果的な施策を実施することも併せて重要です。 
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２ 人口減少が越知町に及ぼす影響（考察） 

人口減少と生産年齢人口の減少は、事業者の高齢化や後継者不足などにつながり、第１次産業就業

者は減少しています。第２次産業においても同様であり、越知町の産業全体の縮小傾向といえます。こうし

た産業全体の縮小は、若者の町外、県外への流出を招き、さらなる少子化や人口ピラミッドの偏在が顕著と

なり、人口減少がさらに進行して、負の連鎖を招いてしまうと考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（出典）国勢調査 

（出典）市町村経済統計書 

総
生
産
額
（
百
万
円
） 
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Ⅲ 越知町の将来展望 

１ 目指すべき将来の方向 

    日本全体が人口減少社会に突入した中、出生率の低下を始めとした全国的な要因に加え、若年

層の町外流出などの要因により、人口減少が今後も進行していくと考えられます。このような状況が続

いた場合、住民サービスの低下、年齢構成のアンバランスによる社会保障分野における若年世代の負

担増大など、様々な問題が懸念されます。 

    本町では平成 23 年度に越知町総合振興計画「流水文化 2011～枠を越えて知をつなぐ～」を策

定しました。その計画で定めた将来像の実現のためにも、人口減少問題への対策に早急に着手するこ

とが求められます。具体的には子育て世代が魅力を感じる町になること、都市部の人々から移住先とし

て選んでもらえるように、都会にはない自然の豊かさや人との絆の強さといった越知町の強みを最大限に

活かし、あらゆる世代が暮らしやすい“住みやすい、住んでみたい越知町”を目指していきます。 
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２ 越知町独自推計による人口の将来展望 

   人口の将来推計を行うにあたっては、「出生に関する仮定」と「移動に関する仮定」を設定する必要が

あります。 

   「出生に関する仮定」については、若い世代の結婚、妊娠・出産、子育ての希望をかなえること、「移動

に関する仮定」については、移住・定住に関する希望や、高校生や大学生の就職に関する希望をかなえ

ることにより、出生率の向上及び移住・定住の促進を図ることが重要です。 

 

① 出生に関する仮定 ※第１期総合戦略策定（平成 27年 10月）時点 

 越知町の合計特殊出生率は、平成 20年から平成 24年の平均が 1.44 となっており、全国や高知

県とほぼ同水準となっています。 

  一方で高知県が独自に実施した「少子化に関する県民意識調査」の結果を基にした「希望出産率」

は“2.27”と算出されています。 

  

[仮定値]：出生に関しては、まず令和 22年（2040年）に出生率が人口置換水準の“2.07”まで段階

的に上昇することを目指し、さらに、その後令和 32年（2050年）に「希望出産率」の“2.27”まで上昇す

るとして設定します。 

 

② 移動に関する仮定 ※第１期総合戦略策定（平成 27年 10月）時点 

越知町における人口の社会移動は、年によってバラつきがありますが、約 30人程度となっています。 

現在の社会減を解消するためには、転入促進と転出抑制の両方を図る必要があります。 

 

〈転入促進〉 

転入促進については、移住施策が重要です。国の調査では、東京在住の人で地方への移住を検討

したいと思っている人が約４割ほどいることから、国や県と連携して移住の受け皿となる環境整備が必要

です。そうした取り組みにより、年間 10人の移住者（U ターン・I ターン含む）受け入れを目指します。 

現在、地域おこし協力隊事業を活用し、これまで８人の隊員が町内で活動してきました。今後、この

制度を積極的に活用し、若い世代の移住促進を図ります。 

 

  [仮定値]：将来推計において、町独自の施策による社会増を見込みます。 

移住者・・・年間約１０人を目指します。２５歳～６９歳の世代での移住者を５年間で３６人

見込み、５歳～１４歳の子ども世代を１６人として設定します。 

地域おこし協力隊・・・地域おこし協力隊員を年間２人雇用し、移住定着を図ります。 

地域おこし協力隊員は２０歳～３９歳として５年間で１０人雇用し、子ども 

がいる世帯を５年間で２世帯受け入れると仮定し、その配偶者２人と５歳～９歳 

の子どもを５年間で４人として設定します。 
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〈転出抑制〉 

過去から、就学や就職時に越知町を離れる若者が多い現状です。高知県が県内外の高校生・大

学生等を対象に実施した「就職・進学の希望地等意識調査」によると、将来は越知町に帰ってくる気持

ちがある人は５０％を越えています。また、帰ってきたいと思う条件としては「仕事や就職先の確保」や

「日常生活の便利さ」を求める回答が多く、雇用の創出や生活環境の利便さが求められています。 

越知町で働きたい、帰ってきたいという若者の希望を叶えること。また、地元で働きたい、帰ってきたい

と思ってもらえるように、小さいころから越知町の魅力を伝え、若い世代の転出抑制を図ります。 

  

[仮定値]：将来推計において、町独自の施策により社会移動は段階的に縮小し、移動率は均衡するとし

て設定します。  ※第１期総合戦略策定（平成 27年 10月）時点 

 

「高校生・大学生などの将来的に越知町に帰ってくる気持ち」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「将来的に越知町に帰ってきたいと思う条件」 
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独自推計による越知町の将来人口推計 

【仮定値 ※第１期総合戦略策定（平成 27年 10月）時点】 

 〈出生率〉 

  ・令和 22年（2040年）までに現状の 1.44 から 2.07（人口置換水準）まで段階的に上昇 

  ・令和 32年（2050年）に 2.27（希望出生率）まで上昇し、以降維持 

  

 〈社会移動〉 

  ・社会移動による人口減少は段階的に縮小し、令和 2年（2020年）以降移動率は均衡 

・移住者を年間 10人（社会増分） 

  （移住者のうち子育て世代を５年間で６世帯） 

・地域おこし協力隊を年間２人雇用（社会増分） 

（地域おこし協力隊のうち子育て世代を５年間で２世帯） 

 

  町独自施策による仮定移動数（５年間）※第１期総合戦略策定（平成 27年 10月）時点 

 

    

 移住者 地域おこし協力隊 合計 

男 女 計 男 女 計 男 女 計 

0～4歳          

5～9歳 3 3 6 2 2 4 5 5 10 

10～14歳 3 3 6    3 3 6 

15～19歳          

20～24歳    1 1 2 1 1 2 

25～29歳 1 1 2 1 2 3 2 3 5 

30～34歳 3 3 6 2 2 4 5 5 10 

35～39歳 4 4 8 1 2 3 5 6 11 

40～44歳 2 2 4    2 2 4 

45～49歳 2 2 4    2 2 4 

50～54歳 2 2 4    2 2 4 

55～59歳 2 2 4    2 2 4 

60～64歳 2 2 4    2 2 4 

65～69歳 1 1 2    1 1 2 

70歳～          

合計 25 25 50 7 9 16 32 34 66 
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国から配布されているワークシートを使い、独自施策の展開による仮定値を元に人口将来推計を行った

結果、町の人口は、25 年後の令和 22 年（2040 年）で 4,212 人、45 年後の令和 42 年（2060

年）で 3,739人となります。 

 結婚・出産の希望をかなえ、転出抑制と移住者を呼び込む施策により仮定値を達成すれば、社人研の

推計と比較すると、令和 22年（2040 年）で 681 人、令和 42 年（2060年）で 1,545人の人口

増の効果が見込まれます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

結婚・出産の希望をかなえ、転出抑制を図り、移住者を呼び込んで社会増を達成した推計 
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  “住みやすい、住んでみたい越知町”となるための施策を展開し、 

『令和 22年（2040年）には4,200人、令和 42年（2060年）には3,700人』 

の人口を確保することを目標とし、目指す姿とします。  

「越知町版総合戦略」において人口減少対策の柱となる基本目標を掲げ、目指す姿の実現のため

の具体的な施策を定めます。 

  

独自推計の総人口と年齢別の人口構成 

※第１期総合戦略策定（平成 27年 10月）時点 

☆目指す姿  

(人) 
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Ⅰ 総合戦略の基本目標 

 本町では、第 5次総合振興計画『流水文化 2011～枠を越えて知をつなぐ～』において、10年後の

将来像を「町民が子育てや老後に不安を感じない福祉充実の明るいまち」、「地域資源を活かした産業

が根付き雇用の場が確保される活力あるまち」、「事故や災害から町民の安全を守る生活基盤の整備さ

れた安心のまち」、「地域の自然を教育や文化に活かした特色あるまち」、「人と自然、地域が絆でつなが

り共存共栄の未来をつくるまち」と設定しています。 

５つの大綱 

 「越知流保健・医療・福祉の充実」 

 「地域資源を活かした産業の振興」 

 「安心安全を守る社会基盤整備」 

 「絆でつむぐ教育・文化の振興」 

 「協働促進と自然環境の保全・活用」 

 将来像の実現のためにこれら５つの大綱に基づき各施策を実行し、まちづくりを推進しています。 

 この総合振興計画を取り組みの柱として、人口減少の課題克服のため取り組むべき５つの基本目標を

下記のとおり定め、地方創生に取り組んでいきます。 

 

【基本目標】 

１． 地域資源を活かし雇用を創出 

２． 新しいおち家の家族をつくる 

３． 若い世代・子育て世代の希望をかなえ、住みたい・住み続けたいまちづくり 

４． 越知の未来を担う人づくり 

５． 安心していつまでも暮らし続けられる地域づくり 
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Ⅲ 総合戦略の進捗管理体制 

 総合戦略は行政はもとより町民、地域、企業、関係団体など町全体で共有し、協働により推進する計

画です。高い実効性を確保し、その推進及び進捗状況を管理するに当たっては、住民代表、学識経験

者及び関係団体などで構成する「まち・ひと・しごと創生推進会議」（町民及び産・官・学・金・労・言）

を中心に、ＰＤＣＡサイクルにより取り組み状況を点検・検証したうえで、毎年総合戦略の改訂を実施

します。 

                      

Ｄ o

Ｃ he c kＡ ｃ t i on

Ｐ l an

戦略に基づく施策の実行

数値目標及び各施策のＫＰＩの

進捗状況の点検及び評価

検証結果に基づく施策の見直し

及び総合戦略の改訂

効果的な総合戦略の策定
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